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公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律及び 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の概要

（法律第 19号・平成 23 年 4月 22 日公布・同日施行） 

１ 趣旨

新学習指導要領の本格実施や、いじめ等の学校教育上の課題に適切に対応ができるよう、35

人以下学級について、公立小学校第1学年の学級編制の標準を見直す。 

２ 概要

(1) 35人以下学級の推進 

小学校1年生の学級編制の標準を現行の40人から35人に引き下げる。 

[義務標準法第 3条関係]

政府は、学級編制の標準を順次改定すること等について検討を行い、その結果に基づき、法制

上その他の必要な措置を講ずることとし、当該措置を講ずるに当たっては、これに必要な安定

した財源の確保に努める。[改正法附則第 2項・第 3項関係]  

少人数によるきめ細かな指導体制の計画的な整備に関する国の動向 

R2.7 
経済財政運営と改革

の基本方針 2020 

学校の臨時休業等の緊急時においても、安全・安心な教育環境を確保しつつ、
全ての子供たちの学びを保障するため、少人数によるきめ細かな指導体制の
計画的な整備や ICTの活用など、新しい時代の学びの環境の整備について関
係者間で丁寧に検討する。 

R2.9 
教育再生実行会議初

等中等教育WG 

少人数によるきめ細かな指導体制の計画的な整備や関連する施設設備等の
環境整備を進める方向で、当ワーキング・グループで議論するとともに、今
後、予算編成の過程において、関係者間で丁寧に検討することを期待する。 

R2.9 
令和3年度概算要求 

新しい時代の学びを支える環境を整備するため、学級編制の標準の引き下げ
を含め、少人数によるきめ細かな指導体制の計画的な整備について、経済財
政運営と改革の基本方針 2020 を踏まえ、予算編成過程において検討する。 

R2.12 
令和3年度予算（案） 

少人数によるきめ細かな指導体制を構築するため、義務標準法を改正し、小
学校について学級編制の標準を 5 年かけて、学年進行で 35 人に計画的に引
き下げる。 

R3.2 
義務標準法改正案 

政府は、小学校の学級編制の標準を現行の４０人（第１学年は３５人）から
３５人に引き下げる義務教育標準法改正案を閣議決定し、議案として国会へ

提出した。 

学級編制の標準の計画的な引き下げ 

R3 R4 R5 R6 R7 

小学校 

（40 人⇒35人） 
小 2 小 3 小 4 小 5 小 6 

学級編制の標準：40 人 小学校 1年生：３５人

（参考）

第 1次 
34～38年度

第 2次 
39～43 年度 

第 3 次 
44～48 年度 

第 4 次 
49～53 年度 

第 5 次 
55～3年度 

第 6 次 
5～12 年度 

第 7 次 
13～17 年度 

50 人 45 人 40 人
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小学校及び中学校における学級編制の比較等

１　学級編制

35人編制とした場合の学級増及び学級増に伴う必要な人件費（R3.4.5見込）

標準学級数
35人編制
学級数

学級増 教職員数
費用（千円）
人数×単価

1年生 400 400
2年生 400 400
3年生 354 404 50 63 533,925
4年生 358 394 36 46 389,850
5年生 364 393 29 33 279,675
6年生 355 397 42 52 440,700
計 2,231 2,388 157 194 1,644,150
1年生 265 298 33 57 483,075
2年生 270 311 41 63 533,925
3年生 264 300 36 56 474,600
計 799 909 110 176 1,491,600

3,030 3,297 267 370 3,135,750

●

●

●

●

２　教室の整備
●

● 小学校については、令和３年度予算（案）において、学級編制の標準を５年かけて、
学年進行で３５人に計画的に引き下げることが示されるとともに、義務標準法の改正
案が閣議決定され、議案として国会へ提出されたことから、必要な教室数の確保に向
け、今後、詳細な現況調査を実施します。

学級増に伴い不足が見込まれる教室数については、学校ごとに転用可能な教室やその
他スペースの有無等、さまざまな実情があるため、一概に示すことは困難です。

「教職員数」は、学級増に伴い必要となる教職員の数であり、義務標準法により算出
される教職員定数等の標準に基づき試算しています。

※　一人あたりの人件費

　令和3年度一般会計の当初予算（案）における教職員を含む職員一人あたりの人件費
8,475千円

※　上記人件費には、退職手当、児童手当は含めていない。

標準学級で編制した場合に、35人以下学級に在籍する児童生徒の割合は、小学校3年
生以上で約60.1％、中学校全学年で約22.3％となる見込みです。

※　実際には、令和３年度に向けて、今後研究指定等による少人数学級の実施校が加わりま
　す。

各学年を35人編制した通常学級の数を「35人編制学級数」としています。

小
学
校

中
学
校

合計

令和3年4月5日見込の児童生徒数を基に、小学校1年生及び2年生を35人、3年生以
上及び中学生を40人編制とした通常学級の数を「標準学級数」としています。
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「 令和の日本型学校教育」 の実現に向けた緊急要望 

今、全国の学校現場では、新型コロナウイルス感染症の拡大防止と子ども

たちの学習保障の両立に向け、教職員の献身的な努力と保護者、地域の皆様

の協力により教育活動が進められています。  

社会のあり方が劇的に変わる「 Ｓｏ ｃ ｉ ｅ ｔ ｙ ５ ． ０ 」 と言われる時代の

到来や新型コロナウイルスの感染拡大など先行き不透明な社会において、答

えのない問いにどう向かうのかが問われている中、教育を通して、 子どもた

ち一人一人が未来を切り拓いていける力を身に付けられるように、 いかなる

事態にあっても、 子どもたちの学びを止めない「 学びの保障」 に向けた指導

体制の確保はもとより、子どもたち一人一人の状況に応じた、誰一人取り残

すことのないきめ細かな指導を実現するとともに、 学校における働き方改革

の一層の推進も図る、新しい時代の学びの環境を実現することが急務です。  

こうした中、文部科学省の令和３年度概算要求において、 ポスト コロナ期

における新たな学びの実現に向けた学級編制の標準の引下げをはじめとする

「 少人数によるきめ細かな指導体制の計画的な整備」 が事項要求されるとと

もに、令和２年 10 月７日の中央教育審議会初等中等教育分科会では、「 令和

の日本型学校教育」 の構築を目指して（ 中間まとめ） が取りまとめられ、少

人数によるきめ細かな指導体制等、新時代の学びを支える指導体制や人材確

保、必要な施設・ 設備の計画的な整備を図る必要性が示されたところです。  

今後、 ＧＩ ＧＡスクール構想の下で進められている一人一台端末の活用等

による個別最適化された学びの実現や、学校における更なる働き方改革の推

進に向け、少人数学級等によるきめ細かな指導体制を整備するために、下記

のとおり要望します。  

記 

１  少人数学級等の実現に向けた支援の拡充 

（ １ ） 義務教育課程における普通学級での少人数学級の実現に向け、学級編

制の標準を改正し、基礎定数の改善を図ること。また、学校や地域の実

情に応じて、配置されている加配定数についても、学級編制の標準の改

正と一体として更なる改善を図ること。  

（ ２ ） 子どもの障害等の実態が複雑かつ多様化し、特別支援教育の更なる充

実が求められる中、障害のある子どもたちへのきめ細かな支援のため、

特別支援学校・ 特別支援学級の学級編制の標準を引き下げること。   
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（ ３ ） 意欲ある優秀な教員を確保するためには、教員の勤務実態や急激な世

代交代期を踏まえた抜本的な処遇改善が必要であり、教職調整額（ ４％）

の見直しも含め、必要な財政措置を講ずること。  

（ ４ ） 教室数の確保等に伴う施設整備に対する補助制度について、基準の緩

和や対象の拡大などの制度改正を行う とともに必要な財政措置を行う

こと。  

（ ５ ） 少人数学級の実現にあたっては、各地域の実情に応じて、見通しを持

って計画的に教員の確保等を進めるための方策を早期に示すこと。  

（ ６ ）子ども一人一人の状況に応じたきめ細かな対応とコロナ禍での学校に

おける働き方改革の一層の推進のため、スクールカウンセラーやスクー

ルソーシャルワーカーの養成・ 常勤化に向けた定数措置、スクール・ サ

ポート ・ スタッフ、部活動指導員、日本語指導の支援員、医療的ケアを

必要とする子どもを支援する看護師等、多様な専門職を各地方自治体の

負担なく 確保できるよう財政措置を行うこと。  

２  Ｇ Ｉ ＧＡスクールの運用に向けた支援の拡充 

（ １ ） 一人一台端末環境の継続的な運用・維持及び更新が必要になるため、

予備端末の準備や故障修理など維持・保守費に必要な財政措置を行うこ

と。  

（ ２ ） 調べ学習やクラウドサービスの活用等には、高速大容量の通信回線の

継続的な利用と教育用著作物ネット 配信円滑化が必要になることから、

学校からインターネット に接続する回線の通信回線費用及び授業目的

公衆送信補償金等について、必要な財政措置を行うこと。  

（ ３ ）個別最適化された学びや協働学習に不可欠な学習支援ソフト ウェアや

家庭学習等を行う際に子どもたちが安全・安心にインターネット を利用

できるセキュリティ 対策、Ｉ ＣＴ 環境のない世帯の通信費負担について

も、継続的かつ十分な財政措置を行うこと。  

（ ４ ）端末数の増加及びクラウド環境利用に伴う教員の負担軽減や円滑な授

業支援等のため、Ｉ ＣＴ 支援員及び学校向けヘルプデスクの機能を充実

させるために必要な財政措置を継続的に行うこと。  

（ ５ ）教育のデジタル化にとって重要な要素となる学習者用デジタル教科書

について、義務教育教科書の無償給与と同様の財政措置を行うこと。加

えて、指導者用デジタル教科書についても必要な財政措置を行うこと。 

令和２年１ １月３ ０日 

指定都市教育委員会協議会 
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請願事項に対する本市の考え方について 

教育委員会といたしましては、少人数によるきめ細かな指導体制

を構築することで、子ども一人ひとりに目が行き届きやすくなる

など一定の効果はあるものと考えておりますが、教職員定数の改

善を図るためには、国による財源措置と、義務標準法の改正を含

む定数改善計画の策定・実施が必要であると考えております。 

この度、国におきまして、小学校の学級編制の標準を学年進行に

より段階的に３５人に引き下げる義務標準法の改正案が、閣議決

定され、すでに議案として国会に提出されたところでございます

ので、まずは、小学校における必要な教員及び教室の確保に向け

て取組を進め、計画的な３５人以下学級を推進するとともに、中

学校につきましては、引き続き、今後の国の動向等を注視してま

いります。 
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